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環境・水循環課

市民と目指すべきゴールを共有し、2050年までに二酸化
炭素の排出量実質ゼロに挑戦します。
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2020年10月26日
菅総理大臣が、「2050年までに、温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、

すなわち2050年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指す」ことを宣言

全国の宣言状況（2021.04.22現在）

出展：環境省HP
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宣言日 令和3年3月25日
全 国 342番目

県 内 4番目

大野市ゼロカーボンシティ宣言
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ゼロカーボンシティとは？

脱炭素社会にむけて、2050年までに、二酸化炭素（CO2）実質排
出量ゼロに取り組むことを表明した地方公共団体のこと

運輸 24.2％

業務その他
20.3％

産業 28.9％

排出

吸収

排出

削減
家庭 26.6％

排出

吸収

排出量と
吸収量の
差し引きゼロ

＝
全体としてゼロ

2017年

大野市内の
CO2排出量
321,000トン

2050年

大野市において
排出量ー吸収量＝0

で実質０トン

廃棄物の減量、リサイクルの推進
（紙ごみの資源化、食品ロス・プラごみの削減など）

≪二酸化炭素排出量抑制対策≫

公共交通等の利用促進
（公共交通の利便性向上、コンパクトなまちづくりなど）

公共施設の脱炭素化
（脱炭素な設備への更新、再エネ電力等への切替など）

≪二酸化炭素吸収源対策≫

省エネ・再エネの推進
（ＺＥＨやＥＶ、太陽光発電等の普及促進など）

低炭素型エコライフや事業活動の推進　
（ＬＯＶＥ・アース・ふくい、ＣＯ２排出量見える化、カーボンオフセットなど）

木質バイオマスの利活用促進
（木質バイオマス発電への間伐材安定供給支援など）

工場や家庭、自動車などを発生源とする二酸化炭素（CO2）の排出量と、

森林などによる吸収量を差し引いた合計をゼロにすること。

大幅削減が
大前提!!

ゼロカーボンシティとは？

二酸化炭素実質排出量ゼロとは？
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なぜ2050年？地球温暖化の現状

出典）温室効果ガスインベントリオフィス／
全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト
（https://www.jccca.org/）より

地球温暖化のメカニズム
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なぜ2050年？地球温暖化の現状
温室効果ガスとは？
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出典）温室効果ガスインベントリオフィス／
全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト（https://www.jccca.org/）より

日本の場合、温室効果ガスの中で二酸化炭素の比率が 約91％
と極めて高い。
※世界全体でも約76％がCO2



なぜ2050年？地球温暖化の現状

出典）温室効果ガスインベントリオフィス／
全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト（https://www.jccca.org/）より

地球温暖化は進行しているのか？（世界・日本の気温の推移）

7

地球温暖化は、人間活動の影響が主な要因である可能性が極めて高い（95%の可能性）

◆人間活動の影響とは？
化石燃料を燃やしたり、森林等を伐採することで「温室効果ガス」が増えてしまっていること

1.19℃上昇/100年
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なぜ2050年？地球温暖化の現状
地球温暖化は進行しているのか？（大野市の気温の推移）

資料：気象庁の統計に基づき大野市作成

平均気温・最高気温・最低気温のいずれも上昇傾向にある。
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なぜ2050年？地球温暖化の現状

出典）温室効果ガスインベントリオフィス／
全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト（https://www.jccca.org/）より

世界の平均気温の変化の予測

世界の平均気温の変化の予測

有効な気候変動対策が
取られない場合

2.6～4.8℃上昇する
可能性が高い

非常に多くの気候変動対策
が取られた場合でも・・・

0.3～1.7℃上昇する
可能性が高い
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なぜ2050年？地球温暖化の現状
気候変動が与える影響
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出典）温室効果ガスインベントリオフィス／
全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト（https://www.jccca.org/）より 出典）こども環境白書（2019）／環境省より

地球の限界（プラネタリー・バウンダリー）

現在人類が地球システムに与えている圧力は飽和状態に達しており、気候、水環境、生
態系本来持つレジリエンス（回復力）の限界を超えると、不可逆的変化が起こりうる。

気候変動対策は、地球の限界が来る前に、早急に取り組むべき喫緊の課題!!



2050年脱炭素社会の実現に向けて
世界・国の動き（2015年12月 パリ協定が採択（COP21））
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・地球温暖化に関する国際的な約束事
・すべての国が参加する公平な合意
・19世紀後半の産業革命からの世界全体の

平均気温の上昇を、２℃以下に

・今世紀後半（２０５０年）に

は人間活動による温室効果ガスの

排出を吸収と等しくし、実質ゼロに

脱炭素化が世界的な潮流に

IPCC「1.5℃特別報告書」（2018）

出典）温室効果ガスインベントリオフィス／
全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト（https://www.jccca.org/）より

出典）環境省HP資料より



2050年脱炭素社会の実現に向けて
世界・国の動き（日本のこれまでの関係計画等）

12

◆長期エネルギー需給見通し（エネルギーミックス）
・2030年度の電力需給創造 再生可能エネルギ―は22~24％

◆地球温暖化対策計画（2016）
・温室効果ガス削減目標 2030年度に2013年度比で▲26％

◆第五次環境基本計画（2018）
・環境政策による経済・社会的課題の「同時解決」による新たな成長」
・地域資源を生かし、自立・分散型の社会を形成し、かつ、
地域の特性に応じて資源を 補完し、支え合う「地域循環共生圏」

◆第５次エネルギー基本計画策定（2018）
◆気候変動適応計画（2018）
◆第四次循環型社会形成推進基本計画（2018）
◆パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略
（2019）
・「環境と成長の好循環」の実現

◆プラスチック資源循環戦略（2019）
・３Ｒ＋Renewable（再生可能資源への代替）

◆国・地方脱炭素実現会議（2020-2021）
・２０５０年地方脱炭素社会実現に向けた
ロードマップ策定

・地方脱炭素を実現するための関係府省・自治体等の連携の在り方検討

各出典：環境省資料

R3.4.22
米主催気候サミット

▲46%目指す‼



2050年脱炭素社会の実現に向けて
世界・国の動き（国・地方脱炭素実現会議）
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各出典：環境省資料



2050年脱炭素社会の実現に向けて
世界・国の動き（国・地域脱炭素ロードマップ（骨子）①）
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各出典：環境省資料

地域脱炭素ロードマップ 対策・施策の全体像

⚫ 少なくとも100か所の脱炭素先行地域で、2025年度までに脱炭素実現
の道筋をつけ、2030年度までに脱炭素を達成。
※「脱炭素」は、民生部門（家庭や業務ビル等）の電力消費に伴うCO2排出実質ゼロ

⚫ 農山漁村、離島、都市部の街区など多様な脱炭素の姿を示し、各地に広げる。

✓ 屋根置き等の太陽光で地産地消 例：島田市等 小中学校にオンサイトPPAで太陽光発電し、災害拠点に
✓ 省エネ住宅の普及拡大 例：鳥取県等 健康省エネ住宅NE-ST（基準設定し事業者認定）
✓ EV/FCV等の電動車の利用拡大 例：100以上の自治体 自動車メーカーとの防災協定による電動車活用
✓ 飲食店と連携した食品廃棄対策 例：京都市等 食ロス半減目標・食品販売期限の延長

１）先行して脱炭素を実現する地域をつくる

２）全国で、脱炭素の基盤となる重点対策を実施（各地の創意工夫を横展開）

①地域の実施体制と国の積極支援のメカニズム構築

②「見える化」によるライフスタイルイノベーション

③制度的アプローチ（ルールのイノベーション）

３つの
具体策

2030年までに脱炭素を実現する先行地域を100カ所以上創出。
併せて、全国で重点対策を実施し、2050年脱炭素実現に貢献。



2050年脱炭素社会の実現に向けて
世界・国の動き（国・地域脱炭素ロードマップ（骨子）②）

15各出典：環境省資料

脱炭素先行地域の考え方と基本的な要件・定義と類型（１）

●民生部門（家庭・業務ビル等）の電力消費に伴うCO2排出実質ゼロ

①先行地域の所在する市町村区域内の再エネポテンシャルを最大限活用
して導入し、先行地域内で消費（域外へも融通し収益を地域内に再投資）

② 新築の住宅はZEHを、新築の公共施設や業務ビルはZEBを標準とする

③上記①・②を行いつつ、電力需要に対し不足する分は、域内外の
排出ゼロの電気を融通することで、全体として脱炭素を実現

●これに加えて、地域特性に応じて運輸部門や熱利用等も含めてできるだけCO2削減

✓ ゼロカーボン・ドライブの普及（地域内で導入される自家用車・公用車はできるだけ電動車
（EV/PHEV/FCV）とし、再エネ電気やクリーン燃料で走らせる）。

✓ 熱需要と合わせる形で再エネ熱等（地中熱やバイオマス、下水熱等）も利用
✓ 地域マイクログリッド・自営線・熱導管の導入による地産地消とレジリエンスの向上
✓ 資源循環の取組（プラ回収ルート整備、食品廃棄ゼロ、ごみ有料化）
✓ 廃棄物処理施設や下水道処理施設等の公共インフラにおける創エネ

１．基本的な要件・定義

※エネルギーマネジメントシステムやブロックチェーン技術も活用して、できるだけ需給一体型
で、費用効率的に脱炭素を実現するとともに、成果を確認・記録できる方法を追求する。



2050年脱炭素社会の実現に向けて
世界・国の動き（国・地域脱炭素ロードマップ（骨子）③）

16各出典：環境省資料

具体策② 「見える化」によるライフスタイルイノベーション

CO2排出の見える化

⚫ 製品・サービスのCO2排出量の見える化の
環境整備
（参考例）食品のカロリー表示。

⚫ SDGs度合いも見える化（例：再エネ電気の産
地、住宅建築物（ZEH/ZEB)の木材利用度合い）

⚫ ICタグや電子レシートも活用。

モノやサービスの脱炭素度合いを見せます

脱炭素アンバサダーの率先行動

⚫ 影響力ある脱炭素アンバサダーが率先行動
✓ ゼロカーボンエネルギー（再エネ電気スイッチ）

✓ おうち快適（住居の断熱性・気密性を向上）

✓ ゼロカーボン・ドライブ（再エネ×EV/PHEV/FCV）

✓ サステナブルファッション

何をすればいいか、伝えます

CO2削減ポイントやナッジの普及拡大

⚫ 企業の発行ポイントについて、脱炭素な製品やサービスの利用へのポイント上乗せなど

⚫ 地域のCO2削減ポイント（環境配慮行動にポイントを付け、地域で使える仕組み）

⚫ ナッジを活用し、日常シーンの中に、省エネ・公共交通利用・環境配慮製品の選択をそっと後押し

⚫ 地域再エネを購入する都市住民に対して、地域産品を返礼品で送るなどの絆づくり

後押ししてきっかけを作ります

国民の皆様が脱炭素行動に動き出していただくため、①「見える化」や
ナッジによる日常化、②ポイント等のメリットづくり、③身近なアンバサ
ダーの率先行動により、ライフスタイルイノベーションを起こす



2050年脱炭素社会の実現に向けて

環境像「水循環共生都市 越前おおの」の実現を目指して

【2021－2030】第三期大野市環境基本計画（基本目標）
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国際的、全国的な取組等

持続可能な開発目標（SDGs）

地球温暖化対策（ゼロカーボン）

海洋プラスチック問題

地域循環共生圏の実現

福井県の取組等

福井県環境基本計画（2018）

福井県長期ビジョン（2020）

2050年までにゼロカーボンを目指す

市の変化

人口減少、少子化、高齢化の進展

中縦、新幹線、重点道の駅「荒島の郷」

第六次大野市総合計画

「くらし環境分野」

豊かな自然の中で快適に暮らせるまち

第二期計画の検証

大気、水など環境基準はおおむね良好

生活様式の変化や自然環境の変容に

より「大野の自然」に触れ合う機会が減少

市民１人１日当たりのごみ排出量が増加傾向

アンケート結果

関心の高い環境問題（地下水関連、ごみ問題、地球温暖化）・ 意識改革は進んでいる⇒次のステップは各主体の具体的行動の実行

①自然との共生社会の形成

先人から受け継がれてきた豊かな自
然を、市民一人一人の力によって次世
代へと守り伝えるとともに、その恵みを
地域の発展に活用するなど、自然と経
済活動の調和のとれた社会を目指しま
す。

第
三
期
計
画
の
基
本
目
標

②低炭素社会の実現

脱炭素社会（ゼロカーボン）を見据え、
省エネルギーの取り組みや再生可能
エネルギーの利用などにより、低炭素
型のエコライフや事業活動が定着した
社会を目指します。

③資源循環型社会の構築

３Ｒ（リデュース：発生抑制、リユース：
再使用、リサイクル：再利用）活動を通
じて廃棄物の減量化と資源化に取り組
む資源循環型の社会を目指します。

④快適な生活環境の保全

大気・水・土壌などを良好な状態に保
ちつつ、歴史的、文化的遺産や自然景
観に囲まれた、安全・安心で快適に暮
らせる生活環境を目指します。

⑤総合的な取り組みの推進

持続可能な社会の担い手を育む教育
や、市民協働による地域の特性を生か
した環境学習や自然環境保全の取り
組みを推進するとともに、環境に関す
る情報の収集と共有化を推進します。



2050年脱炭素社会の実現に向けて
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水
循
環
共
生
都
市
　
越
前
お
お
の

基本目標 施策の基本方針 重点施策

良好な景観形成及び
歴史的、文化的遺産の保存

資源及びエネルギーの
有効利用

廃棄物の減量及び
リサイクルの推進

総合的な環境対策

環境像

③資源循環型
社会の構築

②低炭素社会
の実現

⑤総合的な取り組み
の推進

①自然との共生
社会の形成

自然環境の体系的保全
①農地（里地）の保全と活用

②山林（里山）の保全と活用

①脱炭素に向けた行動の促進
②脱炭素型のまちづくりの推進

③気候変動適応策の推進

①省エネルギーの推進

②再生可能エネルギーの利用促進

①３Rによるごみ排出量削減の推進
②食品ロス削減の推進

③プラスチックごみ削減の推進

①公害発生の防止

②環境美化活動の促進
③野外焼却、不法投棄の防止

①良好な景観形成
②歴史的、文化的遺産の保存

③公園や空き家、空き地の適正管理の促進

①持続可能な社会の担い手を育む教育の推進
②市民協働の取り組みの推進

③環境情報の収集と共有化

生物の多様性の確保

地球環境の保全

公害の防止
④快適な生活環境

の保全

自 

然 

の 

構 

成 

要 

素 

の 
保 
全

①身近な自然とふれあう活動の推進
②野生動植物の保全

③地域資源の活用

【2021－2030】第三期大野市環境基本計画（施策の体系）

脱
炭
素
社
会
実
現
に
向
け
た
主
な
取
り
組
み



2050年脱炭素社会の実現に向けて
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【2021－2030】第三期大野市環境基本計画（②低炭素社会の実現）

公共施設の脱炭素化（脱炭素な設備更新、再エネ電
力へ切替検討、防犯灯等ＬＥＤ化、電気自動車等導
入）／公共交通の利便性向上と利用促進／コンパク
トなまちづくり／自転車活用  など

科学的な知見の収集と適応策の啓発／健全な水循
環の維持に必要な適応策の検討／農業分野におけ
る適応策の推進／熱中症対応方法等の周知／災害
廃棄物の適正処理に備えた
取り組み　　など

≪地球環境の保全≫

重点施策①  脱炭素に向けた行動の促進
「LOVE・アース・ふくい」等の推進／
低炭素型エコライフ・事業活動の普
及啓発／ＣＯ２等排出量の見える化
／事業者と連携した省エネ家電等
買替促進／カーボンオフセットの普
及啓発　　など

≪資源及びエネルギーの有効利用≫

重点施策②  脱炭素型のまちづくりの推進

重点施策③  気候変動適応策の推進

市民・事業者の取り組み

重点施策①  省エネルギーの推進

ＺＥＨ・ＺＥＢ普及促進／省エネ性能周知制度の普及
啓発／市内の多量ＣＯ２等排出事業所の把握／中小
企業の省エネ設備転換促進／電気自動車等の普及
拡大／急速充電設備の追加設置検討   など

重点施策②  再生可能エネルギーの利用促進
再エネ（太陽光等）の導入促進／周囲環境等と調和
のとれた再生エネの利用促進／防災力の強化につ
ながる再エネ設備（太陽光発電・蓄電池等）の導入
検討／
間伐材の活用促進支援／
森林保全整備による温室効果
ガスの吸収源対策　　　など

数値目標
Ｒ元年度
※Ｈ29年度

Ｒ12年度

大野市内のＣＯ2排出
量

※321
千t-CO2

231千
t-CO2以下

市役所のエネルギー使用
量（原油換算）

4,554kl
4,326㎘

以下

ｾﾞﾛｶｰﾎﾞﾝ公共施設数 0施設 5施設

木質ﾊﾞｲｵﾏｽ発電に
活用した間伐材量

7,595㎥ 8,355㎥

◆節電に心がけます。
◆エコドライブに心がけよう。
◆省エネの家電や設備への買替に取り組もう。
◆公共交通機関を積極的に利用しよう。
◆太陽光発電や電気自動車を導入しよう。



2050年脱炭素社会の実現に向けて
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【2021－2030】第三期大野市環境基本計画（③資源循環型社会の構築）

③ 資源循環型社会の構築

海洋プラスチック問題等に関する学習会の開催／マイバッグ、マイボトル
等の利用促進／プラスチックごみの分別回収方法の検討／再生材・バイオ
プラスチックの利用促進・市の率先購入 など

≪廃棄物の減量及びリサイクルの推進≫

重点施策① ３Ｒによるごみ排出量削減の推進
ごみ排出量削減啓発学習会の開催／市行政事務のデジタル化・ペーパレス
化／「まちの修理屋さん」の普及／紙ごみ分別の徹底／官民協働によるリ
サイクルの推進 など

重点施策② 食品ロス削減の推進
食品ロス削減啓発学習会の開催／消費者教育市民団体等との連携／「おい
しいふくい食べきり運動」の普及／フードドライブの推進 など

重点施策③ プラスチックごみ削減の推進

市民・事業者の取り組み
数値目標 Ｒ元年度 Ｒ12年度

市民1人1日当たりの
ごみ排出量

950ｇ 919g

ごみの資源化率 21.9% 31.0%

食品ロスの発生量 898.5t 627.2t

◆ごみ減量化と適正な分別に協力します。
◆地域の資源回収活動などに積極的に参加しよう。
◆菓子箱など「雑がみ」は、資源ごみに分別します。
◆「おいしいふくい食べきり運動」に協力しよう。
◆マイバッグ・マイボトル運動に参加しよう。



未利用系木質バイオマス活用によるCO2吸収源対策（H27～）
◆木質バイオマス発電所への間伐材等の安定供給支援

（農業林業振興課）

木質バイオマス発電所（H27）

②森林所有者への利益還元
③森林施業の促進

好 循 環

①間伐材など

④森林保全・
吸収源対策

⇒今後の展開 森林経営によるCO2吸収分の
クレジット化（カーボンオフセット）の研究

2050年脱炭素社会の実現に向けて
大野市の取り組み（これまでの取り組み）

①間伐材等の安定供給
②森林所有者への利益還元
③森林施業の促進
④森林保全、CO2吸収量増大
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ごみ処理エネルギー等の有効利用（H18～）

⇒今後の展開 施設の長寿命化、エネルギーセンターとしての機能強化（更新時）

蒸気

場内のモーター駆動に利用

廃熱（熱交換）

太陽光発電等

あっ宝んど

照明等の
電力利用

【ごみ焼却施設】

◆ビュークリーンおくえつ（大野・勝山地区広域行政事務組合）



普及啓発（脱炭素なエコライフへ）
◆ゼロカーボン推進事業（環境・水循環課） 【9月～1月】

2050年脱炭素社会の実現に向けて
大野市の取り組み（令和３年度の新たな取り組み）①
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①笑って学ぶ！Eco落語
環境をテーマにした創作落語を通じて、楽しく、
環境問題について考える

②楽しく学ぶ！Eco紙芝居
環境をテーマにした紙芝居を通じて、楽しく、
環境問題について学ぶ。振り返り学習も実施。

③知れば納得！Ecoリーフレット＆パネル展示
家庭でできるCO2排出量削減の取組をまとめたリーフレットやパネルを
作成。経費削減や健康増進効果も合わせて紹介

④頼って安心！結のEco協賛店
省エネ家電や太陽光発電設備、エコ住宅などを取り扱う
市内に事業者を募集し、Ecoリーフレット等で紹介。

⑤遊んで学ぼう！Eco遊園地
人力発電で動く乗り物、エコドライブシミュレータを設置、
来場者にアンケート＆パネル展示で地球温暖化等を学ぶ。VIO開催

【対象】中学生・
公民館（高齢者）

【対象】小学生・
児童館

【対象】市民全般

【対象】市内事業者
（家電・工務店）

【対象】市民全般
（子育て層）

エ
コ
落
語



庁内ＰＴ結成

（政策推進課） 地域人材育成・連携

脱炭素人材の育成

2050年脱炭素社会の実現に向けて
大野市の取り組み（令和３年度の新たな取り組み）②
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公共施設の脱炭素化
◆設備老朽化・多量CO2排出施設を優先

（温浴施設、図書館、公民館など）

STEP① 設備更新（省エネ化）

STEP② 再エネ導入

STEP③ RE100電力への切替

→市内横展開

→ランドマーク化

積雪課題

⇒今後の展開 大野市公共施設等総合管理計画や防災計画など関係計画と整合を
図りつつ、脱炭素化計画（年次計画）を作成する

全庁的な取り組み

・事務事業でできる

ことづくり

・新たな施策の検討

地域中核人材の育成

再生可能エネルギー促進、
脱炭素化に向けた

・ネットワーク構築

・相互学習

関係事業者、金融機関、

市民、市ほか



ごみの減量化
◆生分解性マルチの利用促進（農業林業振興課）

化石燃料由来の農業用マルチの廃棄作業削減

→人口減少、高齢化を見据えた

農作業の省力化

→脱プラスチック 同時解決!!

2050年脱炭素社会の実現に向けて
大野市の取り組み（令和３年度の新たな取り組み）③
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◆フードドライブの実施（「県民せいきょう」との連携） 【6月・12月】

家庭や職場で余っている食べきれない食品を持ち寄り、
必要としている福祉団体・施設などに寄付する活動

→生活困窮者や子ども食堂への食料支援

→食品ロス削減 同時解決!!


